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佐世保市地域包括支援センター業務評価実施マニュアル 

 

１．目的 

 地域包括支援センター（以下「センター」という。）は、地域に暮らす高齢者の相談窓口として、高齢者

自身の意思を尊重し、自助努力を基本に、高齢者が住み慣れた環境下で、自分らしい生活を継続することが

できるよう支援することを目的としている。そのために、介護保険のみならず、保健・医療・福祉サービス

や生活支援サービス、さらに地域支え合い活動を含めた地域における様々な社会資源を結びつけ、各関係機

関との連携を進めることを目指しており、本市はセンターの業務を社会福祉法人等に委託している。 

 この委託業務である包括的支援事業が、センターの設置の目的及び本市が制定した、佐世保市地域包括支

援センター運営方針・佐世保市包括的支援事業等実施要綱等に基づき適正に運営されているか、課題はない

か等、定期的に見直すことでセンターの質を確保することを目的として、センターの業務評価を実施するも

のとする。 

 

２．実施方法 

 業務評価は、センターが地域包括支援センター業務評価表（様式１）に基づき、自己評価を行う。自己評

価終了後、長寿社会課の担当職員は、センター職員への聞き取りや、各種書類の確認等により評価する。長

寿社会課による評価の際に、必要に応じてセンターの現地確認を行う。 

 評価項目は、センターが担う「介護予防ケアマネジメント事業」、「総合相談支援事業」及び「権利擁護事

業」、「包括的・継続的ケアマネジメント支援事業」、の４事業に関わる項目に加え、「一般介護予防事業」、

設置・運営体制といった「業務全体」の６項目とする。 

 

３．評価時期 

 センター業務評価は、地域包括支援センター業務評価フロー（別紙１）に基づき年度１回実施する。 

評価時期は、４月とし、評価対象期間は前年度分とする。ただし、受託期間最終年度については、１２月と

し、評価対象期間は当該年度の４月から１１月分とする。 

 

４．評価結果 

 業務評価終了後、長寿社会課は、委託法人に対し地域包括支援センター業務評価通知及び地域包括支援セ

ンター業務評価結果（様式２－１，２－２）を送付する。  

評価の実施により、課題等を把握した場合、長寿社会課は、委託法人に対しセンターの指導を行うことが

できる。指導を受けた場合、委託法人は、長寿社会課へ書面によりセンターの改善結果を報告する（様式２

－３）。 

 

５．地域包括支援センター運営協議会への報告 

 長寿社会課は、評価結果を佐世保市地域包括支援センター運営協議会へ報告し、意見等を聴取する。 

 

６．公表 

 評価結果については、地域包括支援センター運営協議会の承認を得て、必要に応じ公表することができる。 
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（別紙１） 

佐世保市地域包括支援センター業務評価実施フロー 

 

日程 地域包括支援センター・委託法人 長寿社会課 

 

4月初旬 

（12月初旬） 

 

 

 

 

4月中旬 

（12月上旬） 

 

 

 

 

 

5月中旬～6月上旬 

（12月中旬～下旬） 

 

 

 

 

7月上旬 

（1月上旬） 

 

 

7月中旬 

（1月下旬） 

 

 

 

 

10月 

（2月～3月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※日程欄（ ）内は、受託期間最終年度 

 

長寿社会課による評価の実施 

（必要に応じ現地確認を実施） 

地域包括支援センター業務評価

表（様式１）による自己評価 

業務評価に関する通知文を地域

包括支援センター業務委託法人

へ発送 

提出された地域包括支援センタ

ー業務評価表（様式１）による

自己評価の内容確認 

地域包括支援センター業務評価

について、課題・問題点の抽出 

評価結果の送付。改善が必要な

事項がある委託法人に対しセン

ターの改善を求める 

委託法人は書面によりセンター

の改善結果の報告 

地域包括支援センター運営協議

会へ報告及び意見聴取 

業務評価総括表等の作成 
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佐世保市地域包括支援センター業務評価実施マニュアル（案） 

 

１．目的 

 地域包括支援センター（以下「センター」という。）は、地域に暮らす高齢者の相談窓口として、高齢者

自身の意思を尊重し、自助努力を基本に、高齢者が住み慣れた環境下で、自分らしい生活を継続することが

できるよう支援することを目的としている。そのために、介護保険のみならず、保健・医療・福祉サービス

や生活支援サービス、さらに地域支え合い活動を含めた地域における様々な社会資源を結びつけ、各関係機

関との連携を進めることを目指しており、本市はセンターの業務を社会福祉法人等に委託している。 

 この委託業務である包括的支援事業が、センターの設置の目的及び本市が制定した、佐世保市地域包括支

援センター運営方針・佐世保市包括的支援事業等実施要綱等に基づき適正に運営されているか、課題はない

か等、定期的に見直すことでセンターの質を確保することを目的として、センターの業務評価を実施するも

のとする。 

 

２．実施方法 

 業務評価は、センターが地域包括支援センター業務評価表（様式１）に基づき、自己評価を行う。自己評

価終了後、長寿社会課の担当職員は、センター職員への聞き取りや、各種書類の確認等により評価する。長

寿社会課による評価の際に、必要に応じてセンターの現地確認を行う。 

 評価項目は、センターが担う「介護予防ケアマネジメント事業」、「総合相談支援事業」及び「権利擁護事

業」、「包括的・継続的ケアマネジメント支援事業」、の４事業に関わる項目に加え、「一般介護予防事業」、

設置・運営体制といった「業務全体」の６項目とする。 

 

３．評価時期 

 センター業務評価は、地域包括支援センター業務評価フロー（別紙１）に基づき年度１回実施する。 

評価時期は、４月とし、評価対象期間は前年度分とする。ただし、受託法人が変更となった際の評価時期に

ついては、別途、協議の上決定する。 

 

４．評価結果 

 業務評価終了後、長寿社会課は、委託法人に対し地域包括支援センター業務評価通知及び地域包括支援セ

ンター業務評価結果（様式２－１，２－２）を送付する。  

評価の実施により、課題等を把握した場合、長寿社会課は、委託法人に対しセンターの指導を行うことが

できる。指導を受けた場合、委託法人は、長寿社会課へ書面によりセンターの改善結果を報告する（様式２

－３）。 

 

５．地域包括支援センター運営協議会への報告 

 長寿社会課は、評価結果を佐世保市地域包括支援センター運営協議会へ報告し、意見等を聴取する。 

 

６．公表 

 評価結果については、地域包括支援センター運営協議会の承認を得て、必要に応じ公表することができる。 
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（別紙１） 

佐世保市地域包括支援センター業務評価実施フロー 

 

日程 地域包括支援センター・委託法人 長寿社会課 

 

4月初旬 

 

 

 

 

 

4月中旬 

 

 

 

 

 

 

5月中旬～6月上旬 

 

 

 

 

 

7月上旬 

 

 

 

7月中旬 

 

 

 

 

 

10月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

長寿社会課による評価の実施 

（必要に応じ現地確認を実施） 

地域包括支援センター業務評価

表（様式１）による自己評価 

業務評価に関する通知文を地域

包括支援センター業務委託法人

へ発送 

提出された地域包括支援センタ

ー業務評価表（様式１）による

自己評価の内容確認 

地域包括支援センター業務評価

について、課題・問題点の抽出 

評価結果の送付。改善が必要な

事項がある委託法人に対しセン

ターの改善を求める 

委託法人は書面によりセンター

の改善結果の報告 

地域包括支援センター運営協議

会へ報告及び意見聴取 

業務評価総括表等の作成 
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佐世保市地域包括支援センター運営協議会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 佐世保市地域包括支援センター（以下「センター」という。）の公正・中立性を確保し、適切かつ

円滑な運営を図るために、佐世保市地域包括支援センター運営協議会（以下「協議会」という。）を設置

する。 

 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）センターの設置等に関する事項の承認に関すること。 

（２）センターの運営に関すること。 

（３）センターの職員の確保に関すること。 

（４）その他センターの公正・中立性を確保し、適切かつ円滑な運営を図るために必要な事項 

 

（委員） 

第３条 協議会は、委員１０人以内で組織し、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１）介護サービス等に関する事業者及び関係団体の代表 

（２）介護サービス等の利用者及び介護保険の被保険者の代表 

（３）学識経験者 

（４）その他市長が必要と認める者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

（会長等） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員のうちから互選する。 

３ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

２ 協議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 委員は、当該委員が役員等を務める団体に関する議事である場合等、特別の利害関係のある議事に参

与することができない。ただし、協議会の同意があったときは、会議に出席して発言す

ることができる。  

５ 前項の規定により、会長が議事に参与できない場合は、副会長がその職務を代理し会議の議長となり、
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会長及び副会長がともに議事に参与できない場合は、出席委員のうちから互選された委員が会長の職務を

代理し会議の議長となる。 

 

（意見の聴取等） 

第７条 協議会は、必要に応じ委員以外の者に、会議への出席を求め、その意見若しくは説明を聞き、又は

資料の提出を求めることができる。 

 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、保健福祉部長寿社会課において処理する。 

 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

 

附則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成２４年１２月１２日から施行する。 
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佐世保市地域密着型サービス等の運営に関する委員会設置要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）の規定に基づき佐世保

市内で実施される地域密着型サービス及びその他の介護サービス（以下「サービス等」という。）の運営

に関する委員会（以下「委員会」という。）を設置することにより、佐世保市内におけるサービス等の適

正な運用を図ることを目的とする。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる場合に協議を行い、市長に対し意見を述べるものとする。 

⑴ 佐世保市（以下「市」という。）が地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービスを含む。）若し

くは介護予防支援の事業者の指定を行い、又は行わないこととするとき。 

⑵ 市がサービス等の指定基準及び介護報酬を設定しようとするとき。 

 ⑶ サービス等の質の確保、運営評価その他市長がサービス等の適正な運営を確保する観点から必要であ

ると判断したとき。 

 ⑷ 老人福祉法（昭和３８年７月１１日法律第１３３号）の規定に基づく福祉施設であって、サービス等

に付随する施設の設備等に係る基準を設定しようとするとき。 

 

（委員） 

第３条 委員会は、委員１０人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 介護保険の被保険者（１号及び２号）、サービス等の利用者（その家族を含む。） 

⑵ サービス等の事業者 

⑶ 地域における保健・医療・福祉関係者 

⑷ 学識経験者 

⑸ その他市長が必要と認める者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

（委員長等） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員のうちから互選する。 

３ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき はその職務を代理す

る。 

 

 



8 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の 決するところによる。 

 

（意見の聴取等） 

第７条 委員会は、必要に応じて委員以外の者に、会議への出席を求め、その意見若しくは説明を聞き、又

は資料の提出を求めることができる。 

 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、保健福祉部指導監査課において処理する。 

 

（補足） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２７年８月２５日から施行する。 

 この要綱は、平成２８年５月１日から施行する。 

 

 


